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運輸局技術系職員のミッション（自動車）

安全の確保

環境の保全公害の防止

自動車の設計や生産を行うわけではありませんが、自動車の構造・装置に関する
安全・環境基準の策定や、自動車の審査・検査を通じて、

安全・安心なクルマ社会を実現するための社会貢献
を行っています。 1



☆自動車の検査制度
○ 自動車が保安基準に適合するかどうかの確認を行う制度

☆自動車の点検整備制度
○日常的、定期的に点検整備を実施することにより保安基準に適合

させる制度

☆自動車の基準・認証制度
○自動車メーカー等が基準適合性について審査を事前に受け、新規

検査の効率化を図る制度

☆自動車のリコール制度
○ 自動車メーカー等が設計・製造上の問題があったときに、安全確

保のため国土交通省に届け、回収・修理を行う制度

自動車運送事業の安全対策
○ バス、タクシー、トラックの事故防止や環境対策など

自動車整備事業の育成と指導・監督
○ 整備工場への監査・監督のほか自動車整備士の育成など 2

国土交通省の施策（自動車）



運輸局技術系職員のミッション（鉄道）

鉄道自体を建設し運営するわけではありませんが、鉄道を安全かつ安心して便利
に利用できようにするために非常に重要な役割を果たしています。
書類の審査から完成検査、保安監査等を通して

列車の安全運行に寄与しています。
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鉄道技術業務

鉄道・軌道（路面電車）のほか、索道（ロープウェイ、スキー場の
リフト）の運行の許可・認可・届出に関する業務の他、鉄道・軌道・
索道の施設（線路、トンネル等）、車両（気動車、電車等）に関する
構造及び点検・整備に関し安全確保の指導を行っています。
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◆運輸局（自動車、鉄道）、支局、事務所 80名
◆(独)自動車技術総合機構 61名

出向者（籍を運輸局や支局・事務所に置きながら、他の機構等で働く者）

◆国土交通本省など ８名
◆軽自動車検査協会 ９名
◆(独)自動車事故対策機構 ３名

技術系職員数 161名

自動車技術系職員配置状況【H30.4.1】

東北運輸局について

50%

38%

5%
5% 2% 運輸局・支局・事務所

独立行政法人自動車技

術総合機構
国土交通本省

軽自動車検査協会

自動車事故対策機構



自動車監査官
バス・タクシー・トラック事業の指導、
監査及び適正化対策

国土交通省

自動車局

安全政策課

環境政策課

技術政策課

審査・リコール課

整備課

自動車情報課

自動車運送事業の安全の確保等

自動車の環境対策、次世代自動車の開発・
普及、超小型モビリティの導入促進等

自動車の安全の確保、先進安全自動車の
開発・普及、基準の国際交渉等

自動車の型式指定、リコール制度、
自動車の不具合情報の収集・分析等

点検整備の推進、自動車整備事業の監督、
整備士技能検定、検査制度等

自動車の登録制度、自動車の流通・消費等

自動車技術安全部
自動車の点検整備の推進、
整備事業の許認可

整備・保安課

技術課
自動車の基準緩和の認定、リコール対策、
街頭検査の企画

保安・環境調整官
自動車運送事業の安全対策、
自動車の環境対策

管理課 自動車登録手続きの管理、調整

自動車交通部

運輸支局（６）

自動車検査登録事務所（３）

自動車技術安全部各課の業務

自動車の検査及び登録

東北運輸局

国土交通省の組織（自動車）

東北検査部・
事務所

交通環境研究所

独立行政法人
自動車技術総合

機構

他 ９運輸局等

本部
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国土交通省の組織（鉄道）

国土交通省

鉄道局

技術企画課

施設課

安全監理官

東北運輸局

鉄道部

鉄道等の運転業務・動力車操縦者運転免許業務、
鉄道等の事故の解析・統計、鉄道等の保安・地震等防災対策
に関する調整

安全指導課

計画課

鉄道技術関係事務とりまとめ、鉄道の技術基準に関すること

技術課
鉄道等の土木・電気施設の認可・届出、鉄道等車両の確認
・届出、鉄道等の施設の災害防止・環境対策、
鉄道等の技術的施策の検討調整

鉄道安全監査官
鉄道事業等の立入検査の実施、運輸安全マネジメント評価
鉄道等の安全管理規定・安全統括管理者の選任の届出

鉄道等の整備、鉄道等に関する助成、鉄道駅周辺の整備

駅、線路等の鉄道施設に関する計画及び安全の確保

鉄道等の運行計画、運転事故防止等安全対策
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自動車の検査業務

国の業務
運輸支局又は自動車検査登録事務所が実施

自動車が道路運送車両法に規定する道路運送車両
の保安基準に適合しているか検査します。

(独)自動車技術総合機構の業務
検査部又は事務所が実施

検査申請の受付
検査場内のコースでの
保安基準適合性審査

（新規検査、継続検査、
構造等変更検査等）

自動車検査証の交付
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自動車検査場
（独）自動車技術機構
○保安基準適合性にかかる審査

事務庁舎
運輸支局・検査登録事務所
○検査申請の受付
○自動車検査証の交付
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保安基準適合性の検査（審査）[(独)自動車技術総合機構]



保安基準適合性の検査（審査）[(独)自動車技術総合機構]
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下回り検査 二輪・排気ガス検査

外観検査 騒音検査



運輸支局・自動車検査登録事務所と（独）自動車技術総合機構は連携して街頭検査を実
施しています。
街頭検査では、排気ガス・黒煙や騒音などの測定検査とあわせて、不正改造等の保安基

準不適合車の排除に取り組んでいます。
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保安基準適合性の検査（街頭検査）



1
2

(注) ●自動車機構の検査場で不合格となった場合、ユーザー自身が点

検整備をやり直して自動車をもう一度自動車機構に持ち込むか、

整備工場で整備し、検査を受けることになります。

●ユーザー自身等が検査を受ける場合には、点検整備の実施時期

は検査の前・後を問いません。

自動車の検査制度と点検整備制度

自動車検査の流れ（自家用乗用車の例）

(独)自動車技術
総合機構

(独)自動車技術
総合機構

自動車の検査
検査を受けて有効な自動車検

査証の交付を受けていなければ
運行できません。個々の自動車
が安全や環境などの基準に適合
しているかどうかを、国が一定
期間ごとに確認するのが自動車
の検査です。

自動車の点検･整備
自動車使用者には保守管理責

任があると法律に規定。
自動車を安全や環境などの基

準に適合させるために、日常点
検整備と定期点検整備を確実に
実施することが求められていま
す。



☆整備命令制度
街頭検査等において自動車が保安基準に適合しない場合には、必要な整備を命ずること

ができる制度。

☆点検勧告制度
整備命令を発令する際などに、定期点検整備を実施していない場合（劣化、摩耗等が原

因）、定期点検整備を行うよう勧告を行う制度。
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自動車の点検整備制度

夜間の街頭検査



自動車分解整備事業（認証整備工場）
東北地区で８,６５６工場（平成３０年３月末現在）

○エンジン交換やブレーキの分解など安全上

重要な整備を行う事業を経営するためには、

国の認証を受ける必要があります。

認証を受けた工場には図の標識を

掲示しています。

指定自動車整備事業（民間車検場）
東北地区で２,８０３工場（平成３０年３月末現在）

○自動車分解整備事業の認証を受け、
優良な設備、技術管理組織、検査の
設備を有する工場。

○ 指定を受けると、継続検査（車検）
の際に、国の検査場への現車提示が
省略されます。

ＪS 東北運輸局長認証

普通自動車分解整備事業

普通自動車（小型）
普通自動車（乗用）
小型四輪自動車

自動車整備事業の指導・監督業務

ＪS 東北運輸局長指定

指定自動車整備事業

普通自動車（小型）
普通自動車（乗用）
小型四輪自動車

東北運輸局では、自動車分解整備事業者の指導や監督の業務を行っ
ているほかに、認証工場や指定工場（民間車検場）の認可等の業務も
行っています。
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自動車整備士の育成業務

東北運輸局では、自動車整備に係る技術の向上を図る
ために、自動車整備士養成施設（専門学校等）の指導・
監督を行うとともに、自動車整備士技能検定試験を行っ
ています。
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前面衝突試験 排出ガス試験

出典：（独）自動車技術総合機構交通安全環境研究所ホームページ

側面衝突試験 16

自動車の基準・認証制度



自動車のリコール業務

リコールとは…

同一の型式で一定範囲の自動車等又はタイヤ、チャイル
ドシートについて、道路運送車両の保安基準に適合してい
ない又は適合しなくなるおそれのある状態で、その原因が
設計又は製作過程にあると認められるときに、自動車メー
カー等が、保安基準に適合させるために必要な改善措置を
行うことをいいます。

運輸局では…
ディーラー等へ立ち入りし、不具合情報の収集・分析を

行い、メーカーが適切に改善措置を行っているかなどの情
報を確認するとともに、国土交通本省と協力しメーカーへ
の立入監査を実施します。 17
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自動車のリコール業務



自動車のリコール業務

事例
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先進自動車（ＡＳＶ）の普及促進業務

先進安全自動車（ＡＳＶ）は、先進技術を利用してドライバーの安全
運転を支援するシステムを搭載した自動車です。国土交通省ではＡＳＶ
の開発・普及を推し進めています。

ＡＳＶ具体例

20



国際基準調和業務（本省）

安全で環境性能の高い自動車を早期・安価に普及させるため、
国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（UNECE／
WP29）等に積極的に参加し、安全・環境基準の国際調和を推進
するとともに、その活動を通じ、日本の新技術を国際的に普及さ
せていくための積極的な提案を行っています。

・安全一般
・衝突安全
・ブレーキと走行装置
・排出ガスとエネルギー
・騒音
・灯火器

自動車基準調和世界フォーラム
（ＷＰ２９）

国連欧州経済員会（ＵＮＥＣＥ）

自動運転
分科会
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自動車運送事業監査業務

自動車運送事業者に対して、運行管理及び整備管理に係
る業務の指導・監督を行うことで事業用自動車の安全な運
行を確保しています。

・整備管理業務とは...

自動車運送事業者は、公共の道路を使い、一般の車や歩行者と混在して走行するなか、
ハンドルを握るドライバーに最終的な安全確保の措置がゆだねられるため、ドライバー
一人ひとりの健全な心身と高い安全意識が求められます。

一方で、一部の事業者の安全意識の欠如による重大事故の発生などを受けて、安全に対
する社会的要求が一層高まっています。

安全運行に必要なドライバーの健康管理及び運行時間等を管理すること、それが運行管
理です。

・運行管理業務とは...

本来、自動車は使用する自動車の点検・整備・車庫の管理等をその使用者に求めていま
す。

自動車運送事業者は、使用する自動車が多数の場合が多く、事業者自らがすべての保有
自動車についてその管理をすることは困難となり、管理責任体制が曖昧になります。

また、整備不良等が原因で故障や重大事故が発生するおそれもあります。
自動車の整備に関する専門知識を有する者が、計画的に点検・整備等の管理を実施する

こと、それが整備管理です。
22



係員クラス

係長クラス

課長補佐クラス

管理職

一般的な異動例です

(独)自動車技術
総合機構

運輸局 本省

検査官補・
係員

係員 係員

検査官 係長 係長

上席検査官
主席検査官

課長補佐・
専門官

課長補佐

首席専門官

運輸支局
・事務所

係員

専門官

（検査官）

課長事務所長

支局長・
事務所長

部長検査部長

出向先の例
(独)自動車技術総合機構

軽自動車検査協会 (独)自動車事故対策機構 23

キャリアパス



• 新規採用職員研修（４月 仙台市内）
⇒公務員倫理、接遇 等

• 新規採用者導入研修（５月 八王子市）
⇒自動車の基礎、法令関係 等

• 新規採用者技術研修（６月 八王子市）
⇒車検場での検査実習、審査事務規定 等

• 窓口業務ＯＪＴ研修

研修制度（自動車）

研修制度が充実しており、自動車に関する知
識が無い人でも、各種専門研修により業務に必
要な知識を習得することできます。

初年度受講研修の例
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研修の様子（自動車）

下回りの構造確認実習 テスタの体験実習 25



足回り点検実習 ディーゼル黒煙測定実習

研修の様子（自動車）
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鉄道技術業務（列車の運転免許）

東北運輸局では、鉄道営業法に基づき列車の運転免許試験
（動力車操縦者試験）を行っています。

～運転免許資格取得試験の流れ～

Step4：技能試験Step4：技能試験

Step1：身体検査Step1：身体検査

視機能（例：視力両眼１．０
以上 等）、聴力、疾病、身
体機能等について診断書によ
り確認します。

Step2：学科試験Step2：学科試験

Step3：適性検査Step3：適性検査

・クレペリン検査
ランダムに数字が羅列して
いる数表を使って、隣り合
わせの数の足し算を所定の
時間内に行うことで適性を
診断します。

・反応速度検査
ランダムに光る３色の光に
対応したキーを押して、正
答数、誤答数により適性を
診断します。

反応速度検査器クレペリン検査用紙

・ブレーキ操作
ホーム上で停止位置との誤差を測定
します。
列車停車時等の揺れを測定します。

※ この他にも、列車運転中に目標物までの距離を回答してもらう「距
離目測」、出庫時の車両点検方法の審査等があります。この技能試
験は鉄道会社の施設・車両を使って実施します。

事故発生時の処置方法の審査

・非常の場合の措置
事故発生時等の処理方法が適切か
どうか審査します。

国土交通省で作成した試験問題を

使って、安全に関する基本的事

項、車両の構造及び理論、運転理

論等の知識について、学科試験を

行います。（年２回） 学科試験の様子

ホーム上の停止位置の確認
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鉄道技術業務（完成検査）

常磐線（駒ヶ嶺～浜吉田）完成検査 仙台市東西線完成検査
28



鉄道技術業務（事故調査）
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保安監査や運輸安全マネジメント評価等鉄道の監
査、事故防止対策等に関することを行っています。

鉄道技術業務（保安監査、踏切事故防止啓発活動）

30

保安監査（鉄道） 安全運動（イベント）

保安監査（索道）



国土交通省のシンボルマークは、人と国土、躍動をイメージしました。
国土の上で人々が弾んでいる躍動感を、人々のハートである「心」の文字をデザイン化していま
す。
また、４省庁が心を一つにし、国土交通省が未来に向かって躍動する姿を表しています。
ライトブルーはとらわれない軽やかさ、明るい赤の部分は人々の熱い思いを表しています。
「2001（平成13）年1月6日、北海道開発庁､国土庁､運輸省､建設省を統合し、国土交通省が発足しました。」

国民の安全を守り、安心を提供する

東北運輸局技術系職員は、自動車・鉄道の安全性確保、公害防止、環境
保全のためのさまざまな施策に取り組んでいます。
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業務内容等についてご質問等がございましたら、ご
遠慮なくお問い合わせ下さい。

国土交通省 東北運輸局
自動車技術安全部技術課

ＴＥＬ：０２２－７９１－７５３５


